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〔概要〕 

政府情報システムの利用は府省職員だけではなく、自治体及び国民まで

その範囲とするため、昨今の社会環境の変化や多様化に基づき、様々なニ

ーズに迅速に応えていく必要性が高まっています。この観点から、政府情

報システム開発においても、従来の開発スタイルとは別にアジャイル開発

という選択肢を設ける必要があります。 

本ガイドブックでは、アジャイル開発を理解するためにまず必要とされ

る基本的な知識を提供します。 

 

  



 

 

改定履歴 

 

改定年月日 改定箇所 改定内容 

2021年5月10日 4.1 全般的な事

項  

・各種ドキュメントについての記載を一部修正 

5.2 プロジェクト

マネジメントや

運営 

・参考情報として「プロジェクトマネジメント知識体系ガイド」第6版を追

記 

2021年4月7日 5.3 スクラム ・参考文献の書名誤記を修正 

2021年3月30日 - ・初版決定 

 



 

i 

 

目次 

目次 ................................................................ i 

１ はじめに ......................................................... 1 

１.１ 背景と目的 .................................................. 1 

１.２ 適用対象 .................................................... 2 

１.３ 位置付け .................................................... 2 

１.４ 用語と概要 .................................................. 2 

２ 政府情報システムにおけるアジャイル開発 ........................... 5 

２.１ アジャイル開発とは .......................................... 5 

２.２ アジャイル開発の本質 ........................................ 6 

1) アジャイル開発の９つの意義 ................................... 6 

2) ９つの意義を十分に発揮するための前提 ......................... 9 

２.３ アジャイル開発の適用方針 ................................... 12 

1) アジャイル開発に向いている・不向きな領域 .................... 12 

2) 開発方針の検討 .............................................. 12 

２.４ 調達時に留意すべきこと ..................................... 13 

1) 経験者の参画 ................................................ 13 

2) 発注者の姿勢 ................................................ 14 

3) 開発範囲に MVP（Minimum Viable Product）の範囲を用意する ..... 14 

4) 契約方式を検討する .......................................... 15 

３ アジャイル開発の運営 ............................................ 16 

３.１ 運営の概要 ................................................. 16 

1) 役割 ........................................................ 16 

2) 実施ミーティング（スクラムイベント） ........................ 19 

3) 作成物 ...................................................... 21 

３.２ 運営の体制 ................................................. 22 

３.３ 運営の準備 ................................................. 23 

1) アジャイル開発に関する知識の獲得 ............................ 23 

2) 事業者との協働 .............................................. 23 

3) 当該プロジェクトでの開発方針を定める ........................ 24 

4) 全体計画についての認識を合わせる ............................ 24 

5) チームでワーキング・アグリーメントを決めていく .............. 25 

6) チーム内コミュニケーションの一元化 .......................... 25 

３.４ 運営の適応 ................................................. 26 



 

ii 

 

４ 各種留意事項 .................................................... 27 

４.１ 全般的な事項 ............................................... 27 

1) 各種ドキュメントについて .................................... 27 

2) 要件定義書について .......................................... 27 

3) 品質管理について ............................................ 28 

４.２ 第三者チェックの有効活用 ................................... 29 

４.３ 継続的なチーム体制の確立 ................................... 29 

５ 参考情報一覧 .................................................... 31 

５.１ アジャイル開発、全般 ....................................... 31 

５.２ プロジェクトマネジメントや運営 ............................. 31 

５.３ スクラム ................................................... 32 

５.４ スプリント・レトロスペクティブ（ふりかえり） ............... 32 

５.５ チーム開発 ................................................. 32 

５.６ プロダクト開発 ............................................. 33 

 



 

1 

 

１ はじめに 

１.１ 背景と目的 

本ガイドブックは、政府情報システム開発におけるアジャイル開発の適用を

支援するために用意されたものです。 

従来のような「システム開発の全体をフェーズで分割定義し、各フェーズが

完遂されなければ次のフェーズへと移行できない」という開発スタイルでは、

実際の開発着手まで相応の時間を要することになります。こうした開発スタイ

ルでは、原則として、すべての要求を開発着手前に定義し終えることが求めら

れます。 

しかし、現実的には開発期間を潤沢に確保することは難しく、要求とその仕

様の詳細をすべて記述するのに費やせるほどの時間をあてられないことも少な

くありません。また、実際の利用における望ましい挙動を実現するためには、

作成されたアウトプットを使ってみて、そのフィードバックを元に洗練させて

いくアプローチの方が効率的かつ効果的であるケースが往々にしてあります。 

特に、政府情報システムの利用は府省職員だけではなく、自治体や国民をも

その範囲とするため、昨今の社会環境の変化や多様化に基づく様々なニーズに

迅速に応えていく必要性が高まっています。こうした状況下では、システム開

発にも変更に対して柔軟に適応することが求められます。 

こうした観点から政府情報システム開発においても、従来の開発スタイルと

は別にアジャイル開発という選択肢を設ける必要があります。本ガイドブック

では、アジャイル開発を理解するためにまず必要とされる最小限の知識を提供

します。アジャイル開発が、少しずつ反復的に情報システムをより良くしてい

くアプローチであるように、本ガイドブックも本内容をスタートラインにおい

て、政府情報システム開発での試行及び実績を踏まえて、継続的に改訂してい

くことを想定しています。 

なお、アジャイル開発の適用にあたっては、本ガイドブックの記述どおり進

めれば上手くいくというわけではないことに注意してください。アジャイル開

発は、協働という価値観の下に成り立っており、システム開発の関係者がお互

いに協力し合う姿勢がその前提となっています。ただアジャイル開発の方法を

知っているだけでは有効には機能しません。 

協働してアジャイル開発に取り組むためには、取組にあたる関係者全員が、

それぞれの立ち位置に基づいてアジャイル開発への理解を深める必要がありま

す。 

・ 府省職員の理解 
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職員はアジャイル開発の役割の１つである「プロダクトオーナー」としての

振る舞いを理解する必要があります。システム開発全般にわたって、主体的に

関与しなければなりません。 

・ 事業者の理解 

職員及びその支援者だけがアジャイル開発に対応できれば良いわけではあり

ません。実際にシステム開発にあたる事業者の協力が不可欠であり、事業者側

も従来の開発スタイルに拘泥することなく、アジャイル開発への適応が求めら

れます。 

以上のとおり、アジャイル開発への適応はどちらか一方が担えば良いという

わけではありません。関係者全員に、一定の理解と実際の振る舞いが求められ

るところに、アジャイル開発への適応の難しさがあります。本ガイドブックで

は、システム開発の関係者に向けて、アジャイル開発とは何か、その期待され

る利点と、留意点を説明します。 

１.２ 適用対象 

本ガイドブックは政府情報システムの整備における開発手法としてアジャイ

ル開発を用いるプロジェクトを適用の対象とします。なお、本ガイドブックは、

アジャイル開発への理解を深めるための参考文書であり、遵守を求めるもので

はありません。 

１.３ 位置付け 

本ガイドブックは、標準ガイドライン群の一つとして位置付けられます。 

１.４ 用語と概要 

本ガイドブックにおいて使用する用語は、表 １ 用語及び本ガイドブック

に別段の定めがある場合を除き、標準ガイドライン群用語集の例によるものと

します。その他専門的な用語については、民間の用語定義を参照するものとし

ます。 

また、図 １ アジャイル開発の概要に本ガイドブックで前提とするアジャ

イル開発の概要を示しているため、用語とともに内容を確認してください。詳

細については第３章「アジャイル開発の運営」において説明します。 
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表 １ 用語の定義 

用語 意味 

スクラム アジャイル開発の１つとされ、国内外を問わず、適用さ

れていることが多い開発手法。本ガイドブックは、スク

ラムを基本としてアジャイル開発を説明する。 

スプリント 開発に必要な行為やイベントが一通り揃った、スクラム

における開発期間を指す。スクラムでは、スプリントを

単位として反復して開発する。 

プロダクトオー

ナー 

開発する機能の仕様策定に関する議論を主導し、開発機

能の優先順位や実現方法等に対する意思決定を主体的に

行う役割を指す。開発する情報システムの価値を最大化

することに責任を負う。 

プロダクトオー

ナー支援 

アジャイル開発におけるプロダクトオーナーの振る舞い

並びにシステム開発及びプロジェクト運営に対する職員

の知見を補完する役割を指す。 

スクラムマスタ

ー 

チームが機能するように、アジャイル開発が前提として

いる価値観、考え方、実践にあたって必要な振る舞い、

方法についてのレクチャーやコーチングなどを行い、支

援する役割を指す。 

開発チーム 本ガイドブックでは、政府情報システムの開発の現状を

踏まえ、開発を行う事業者を想定しているが、発注者

（職員）が開発チームとなる可能性もある。 

アドバイザー プロダクトオーナー、スクラムマスター、開発チームを

含んだチーム以外の関係者をまとめて指す。システム開

発における意思決定には関与せず、チームに対する助

言、知見の提供、フィードバック等を行う。 

リリースプラン

ニング 

プロジェクトの開発範囲の規模から、スプリントがいく

つ必要かを見立て、プロジェクト全体の計画を立てるミ

ーティングを指す。本ミーティングはスクラムの規定に

はない。 

スプリントプラ

ンニング 

スプリントの開始時に実施する。予めリスト化したプロ

ジェクト全体の開発対象機能（プロダクトバックログ）

から、当該スプリントにおける開発対象機能とするもの

を選択して優先順位で並べ替え（スプリントバックロ

グ）、開発方法などの計画を立てるミーティングを指

す。 
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用語 意味 

デイリースクラ

ム 

開発チームの状況について共通理解を持ち、スプリント

のゴールが達成できそうか確認するために毎日１５分程

度の短時間で行うミーティングを指す。 

スプリントレビ

ュー 

スプリントの成果の確認を行い、ゴールがどの程度達成

できたかを判断する。このフィードバックをもとに今後

実施するべき事項を検討するミーティングを指す。 

スプリント・レ

トロスペクティ

ブ（ふりかえ

り） 

スプリントの活動を省みて、次のスプリントの活動が効

率的、効果的となるよう、継続すべき工夫、取り除くべ

き問題、そのための施策などを検討するミーティングを

指す。 

プロダクトバッ

クログ 

システム開発に必要となる要求のリストを指す。リスト

の並び順で要求の優先順位を示す。 

スプリントバッ

クログ 

当該スプリントで開発対象となった要求及びその要求を

実現するために必要な作業を含んだリストを指す。 

開発成果物 スプリントによって開発された、動くシステムそのもの

を指す。スクラムではインクリメントと呼ぶ。 

図 １ アジャイル開発の概要 

 

※ 本ガイドブックではスクラムをベースとする  
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２ 政府情報システムにおけるアジャイル開発 

２.１ アジャイル開発とは 

アジャイルとは、元来は特定の開発プロセスを指すものではなく、より良い

開発のあり方を追求する態度のことを指しています。実際には、アジャイル開

発の１つとされる「スクラム」が国内外を問わず、適用されていることが多い

です。本ガイドブックも、スクラムを基本として説明します。 

アジャイル開発を方法として端的に表すと、インクリメンタルかつイテレー

ティブな開発であると表現できます。インクリメンタルとは漸次的に（少しず

つ）作り進める様を指し、イテレーティブとは反復的に開発行為を繰り返すこ

とを言います。つまり、少しずつ反復的に作り進める開発です。 

こうした開発スタイルによって、作成したアウトプットに基づき、情報シス

テムの挙動がどうあるべきかを検討、判断し、その次に取り掛かる開発の行為

を最適化します。なお、反復する期間は、１か月以下（１、２週間、または４

週間）を基準として検討することが多く、それ以上の期間にするとウォーター

フォール型の開発に近くなり、アジャイルの利点も薄れて行くこととなりま

す。 

スクラムでは、短期間のスプリントの中でスプリントプランニングやスプリ

ントレビューといったイベントのタイミングを予め決めて明確にし、それを反

復継続していく考え方を大切にします。いつ何を行うのか、それぞれにかける

時間はどれくらいかをあらかじめ決定し、関係者がそれを守るスタイルです。

これによって、時間調整等にかかるコストを削減するとともに、日常の作業に

リズム感が生み出され、円滑に進められるようになります。 

また、前述したとおり、アジャイル開発は従来の開発スタイルとは異なり、

すべての要求、仕様を言語化し、事前のドキュメントとして整備することなく

開発を行うこともできます。ドキュメントで定義しなくとも、短期間のスプリ

ントで得られるアウトプット（インクリメント）が、動くシステムそのものと

なり得るためです。ドキュメントの作成にかける手間を最小限にとどめ、情報

システムそのもので動作確認を行うことで、要求の確認から設計、開発、テス

トまで、情報システムの機能追加を短い期間で行うことができます。 

開発にあたって不足する情報については、関係者間での対話コミュニケーシ

ョンで補います。そのため、アジャイル開発においてはより円滑なコミュニケ

ーション、それを実現できる関係性を重視します。 

なお、アジャイル開発の歴史的な成り立ちと、アジャイル開発で確認されて

いる価値と原則については第５章「参考情報一覧」を参照してください。 
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コラム：「混ぜるな危険」 

従来の開発スタイル（ウォーターフォール型）に慣れ親しんだ人が、アジ

ャイル開発では逆に足を引っ張ってしまうことがあります。 

例えば、開発工程での進捗を確認する方法について、従来の開発スタイル

であれば WBS に基づいてクリティカルパスを把握し、週次の報告会でイナズ

マ線や EVM※に基づいた実績を確認し、そのために様々な資料を事業者が作

成することになります。一方で、アジャイル開発ではスプリントのプランニ

ング、開発、レビューというサイクルの中で「動くシステム」を確認しなが

らプロダクトオーナーを含めた関係者が進捗状況を共有することが中心であ

り、中間成果物としての報告書等に重きを置きません。 

このようなカルチャーの違いを理解せずに、アジャイル開発であるのに進

捗を心配して報告書提出等の監視を強めようとすると、アジャイル開発の流

れを阻害してしまうことにもつながりかねません。従来型の開発スタイルに

もアジャイル開発にもそれぞれメリットとデメリットがありますが、両者の

異なる文化を無意識に「混ぜて」しまうことには注意を払いたいところで

す。 

 

※ EVM：Earned Value Management の略。WBSにより詳細化した各作業項目

に出来高計画値（PV：Planned Value）を設定し、プロジェクトの進捗

を出来高実績値(EV：Earned Value)として定量化して管理すること。詳

細は標準ガイドライン実践ガイドブック第３編第７章 Step.３-２-Ｆ

「EVMを用いた進捗管理手法を理解する」を参照のこと。 

 

２.２ アジャイル開発の本質 

1) アジャイル開発の９つの意義 

アジャイル開発は、具体的にどのような意義を持つのでしょうか。ここで

は以下の９つを挙げます。 

ア フィードバックに基づく開発で、目的に適したシステムに近づけていく 

漸次的な開発を反復的に行う意図は、早く形作ることでいち早く利用者

(もしくはその代弁者たるプロダクトオーナー)からフィードバックを得るこ

とです。 

ここでいうフィードバックとは、実際に情報システムを使って得た操作感、

理解を情報システムの目的、利用用途に照らし合わせた際の差分です。情報
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システムの目的を果たすために必要な機能性、利用用途に適した操作性を発

見することを狙います。 

 

コラム：モニタリング改善におけるアジャイル開発の有用性 

ある省庁では、給付を行う情報システムの構築にアジャイル開発を採用し

ました。リリース時点では、すべての機能を作り込むのではなく、直近で必

要ない一部の機能はリリース後に追加するロードマップとする一方で、シス

テム構成は将来的な改修を想定したつくりとして、実際の改修は容易に行え

るようにしました。 

また、この情報システムでは、給付によって得られるアウトプットやアウ

トカム、給付事務の効率化、受給者の利便性向上等をモニタリング指標とし

ています。これらを適切にモニタリングしていくためには、データを様々な

観点から收集・分析することが必要であるため、アーキテクチャをマイクロ

サービス化し、さまざまな断面でデータを取得できる仕組みを構築しまし

た。 

別の省庁の情報システムでは、職員自身が BI ツールを使いこなしてデー

タ分析を行えるようになっており、データの抽出などを運用事業者に依頼す

る必要がありません。この手法によって、社会環境の変化を捉えたデータ

を、法律改正の根拠などに活用できるようになっています。 

従来の情報システムでは、運用事業者に依頼しなければデータ抽出も困難

でしたが、近年はアジャイル開発や BI ツールなどの技術を活用すること

で、実際のデータを見ながら試行錯誤を経て分析方法を検討できるようにな

りました。このような新しい技術を駆使して、社会環境の変化を迅速に捉え

つつ、証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）を推進していくことが重要です。 

 

イ 形にすることで、関係者の認識を早期に揃えられる 

情報システムを形作り、早期に確認、試すことで、作るべきものへの関係

者の認識を引き出すことができます。ドキュメントや会話によるコミュニケ

ーションで理解できることも多分にありますが、実際に使ってみることで得

られる認識もあります。関係者それぞれの認識を表出させることで、その間

でのズレを解消する機会を生み出すことができます。 

ウ システム、プロセス、チームに関する問題に早く気付ける 

最短１週間から、長くとも１か月以下という短期間でシステムをアウトプ

ットしていくことによって、作るべきものに対する認識相違や誤謬、開発上
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の準備不足、開発フローの不備、開発チーム内でのコミュニケーション齟齬

や不足等に気付くことを早めることができます。 

エ チームの学習効果が高い 

アジャイル開発では、フェーズという概念を置いてフェーズごとにチーム

を切り替えるということを行いません。単一のチームで、何を作るべきかを

探索し、開発し、試行し、さらに調整するということを繰り返し続けていき

ます。そのため、フェーズ間での知識の受け渡しという行為が発生せず、す

べての行為の経験とナレッジとがチームに蓄積されていくことになります。 

また、技術領域によっても担当者を分けず、例えば、１人のエンジニアが

インフラ（サーバー、ネットワーク、ミドルウェア等を含むシステム基盤）

構築からアプリケーション開発、運用まで幅広く担当したりサポートしたり

する体制を組むこともしばしばあります。この点では、インフラ構築を専任

のインフラ・エンジニアでなくアプリケーション・エンジニアが行うことも

多いクラウドとの相性が良いと言えます。こうしたフォーメーションが組め

るようになると、チーム内での役割を特定の個人に固定する必要がなくなり、

開発が効率よく進むようになります。 

オ 早く開発を始められる 

すべての要求を仕様化するまで開発を始められない従来の開発と比較する

と、アジャイル開発は１か月以下の開発期間（この期間のことを特にスクラ

ムではスプリントと呼びます）ごとに何を作るか選択しながら進めるため、

少なくとも最初の数スプリント分の要求が仕様化されていれば開発を始める

ことができます。 

カ システムの機能同士の結合リスクを早期に解消できる 

機能一つ一つを単独で作り、結合テストフェーズで機能間の整合性を検証

する方法だと、機能間の認識齟齬について検知できるのがかなり後になって

しまうリスクがあります。アジャイル開発では、基本的にスプリントごとに

開発した機能を結合し、テスト環境や本番環境に展開し、動く状態にします。

つまり、結合時の問題について早期に検知できる可能性が高くなります。 

キ 利用開始までの期間を短くできる 

すべてのフェーズが終了しきらないと利用が開始できない開発スタイルに

比べると、アジャイル開発の場合は、すべての機能を開発しなくても利用が

試せる利点があります。一部の要件しか満たさない情報システムであっても
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当該システムの利用が緊急に必要な場合や、一部機能であっても利用開始に

十分と判断される場合には、その時点で当該システムを利用開始することが

できます。すべての機能を備えるために長期間開発を続けてからリリースす

る場合と比べ、開発期間中に社会情勢や環境の変化によって要件が変わった

り、情報システムがリリース前に陳腐化してしまったりといったリスクを避

けることができます。 

なお、実際に本番運用を始めるレベルとしての利用開始なのか、あくまで

試行レベルでの利用開始かによっても、そのために必要な準備作業が異なっ

てきます。プロジェクトごとに利用開始の位置づけやスケジュールを決める

必要があります。 

ク 開発のリズムが整えられる 

スプリントの中では、開発に必要な行為やイベントをひと揃いで行います。

あるスプリントではプランニングを行うが、あるスプリントではプランニン

グを行わない、ということはありません。 

そのため、スプリントを繰り返していくと進め方に安定性が生まれます。

このような開発のリズムが定着することで、開発の効率も高めることができ

ます。 

ケ 協働を育み、チームの機能性を高める 

スプリントごとに成果を出すために、進め方やコミュニケーションのあり

方についてより良くしていく機運を高めやすいという利点があります。協働

によって成果が上がるというサイクルを作ることで、よりチームの機能性を

高めていくことが期待できます。 

2) ９つの意義を十分に発揮するための前提 

以上の９つの意義を十分に発揮するためには、以下の前提をチーム及び関

係者間で確認する必要があります。 

ア 常にカイゼンを指向すること 

アジャイル開発とは、スプリント単位での開発に必要な「準備」、「実

施」及び「適応」の繰り返しです。適応とは、実施した結果から情報システ

ムやプロセス自体をより良くする働きかけであり、具体的には「ふりかえり

（スプリント・レトロスペクティブ）」を定期的に行うことです。こうした

適応行為がなければ、ただ定められたタスクを繰り返し実施するだけになっ

てしまいます。 
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イ 対話コミュニケーションの重視 

短い期間でアウトプットを行う開発では、ドキュメントに過度に依存した

コミュニケーションではなく、対話による共通認識作りが重要となります。

そのため、対話がしやすいチーム体制（過度な階層構造を避ける）の構築及

び定期的なコミュニケーションの場の設定と、その遵守がチーム全員に求め

られることになります。 

ただし、それは必ずしも同じ会議室に一同に会するということではありま

せん。コミュニケーションツールを用いて、オンラインで打ち合わせや短時

間のコミュニケーションを行う方法も、積極的に検討・導入し、コミュニケ

ーションしやすい環境を作ります。 

また、ドキュメントの共同作成・利用も重要です。オンラインでドキュメ

ントを共有して同時編集することができるサービスを用いると、オンライン

の打ち合わせの最中にもリアルタイムで同じドキュメントを参照し、その場

で決定・変更した内容を反映して共通認識とすることができます。打ち合わ

せ後に議事録と変更後のドキュメントをメールで送るといった旧来の方式と

比べて円滑に作業を進められることが期待できます。 

ウ 情報システムの変更容易性を確保し続ける 

スプリントを繰り返す中で、開発した機能がより良い内容となるよう変更

を加えていくことになります。そのため、プロセスだけではなく、そもそも

変更が可能なシステム設計が前提となります。どのようにして変更容易性を

確保するのか、設計上の不断の注意が必要です。 

変更容易性を確保するには、構成を柔軟に変更できるクラウドやコンテナ

技術、CI/CDや DevOps の考え方が有効です。システム間を REST APIによっ

て疎結合とする方式や、データ構成を柔軟に変更できる非構造型の DB（No 

SQL）の活用、クラウドデザインパターンと呼ばれるシステム構成を利用す

ることも選択肢の一つです。なお、変更を容易にするためのマイクロサービ

スアーキテクチャは、その利点とともにデメリットや副作用もありますの

で、導入する場合にはレベル感（サービスを分割するだけなのか、サービス

メッシュまで導入するのか等）を含めて慎重な見極めが必要です。 

エ 利用者目線で開発を進める 

フィードバックを反映できる開発手法を採用し、それができるチームを作

り上げたとしても、利用者目線の適切なフィードバックができなければ意味

がありません。 
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このような利用者目線を踏まえたシステム開発を行うための心構えと視点

として「サービス設計１２箇条」があり、特にアジャイル開発と親和性が高

い以下の７箇条を念頭において進めることが重要です。実践ガイドブック

「第３編第４章 サービス・業務企画」で詳しく説明しているのでこちらも

参照してください。 

 第１条 利用者のニーズから出発する 

 第４条 全ての関係者に気を配る 

 第７条 利用者の日常体験に溶け込む 

 第９条 オープンにサービスを作る 

 第１０条 何度も繰り返す 

 第１１条 一遍にやらず、一貫してやる 

 第１２条 システムではなくサービスを作る 

 

コラム：サービス設計１２箇条を意識した Webサイトの構築 

ある Web サイトでは、開発手法としてアジャイル開発を採用しまし

た。加えて、利用者目線で構築を行わなければ利用されなくなるという

危機感の下に、利用者目線に沿ったユーザインタフェースの実現、継続

して使われるサイトの実現を目指して、当初からサービス設計１２箇

条、特に以下の３箇条を意識して検討を進めました。 

 

・ 第４条 全ての関係者に気を配る 

アドバイザーには、他府省の関係者、民間の事業者や団体を加え、議

事の結果をインターネットで公開するなど、検討過程をオープンにして

います。 

 

・ 第８条 自分で作りすぎない 

情報を活用するアプリケーションは、アドバイザーとして集まった民

間事業者が任意に構築することとし、当該 Web サイトではデータを利用

しやすい形で提供するにとどめることとしました。 

 

・ 第１０条 何度も繰り返す 

リリース後の運営方針でも、将来的なあるべき姿に向かってサービス

設計１２箇条を意識して改善を続けることを明示しています。 

 

※ 本ガイドブックにおけるアドバイザーは、一般的なアジャイル開発
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における「ステークホルダー」に相当する役割を想定しています。 

 

２.３ アジャイル開発の適用方針 

1) アジャイル開発に向いている・不向きな領域 

アジャイル開発には、前述のような意義がありますが、どのような場合で

もアジャイル開発を採用すれば良いというものではありません。アジャイル

開発が向いている領域や不向きな領域について以下に示します。 

ア 向いている領域 

開発対象についてある程度の方向性はあるものの、全容が明らかになって

おらず、開発を進めながら詳細化していく必要があるケース。あらかじめ詳

細を決めることができない、あるいは決めにくい領域（例えば、利用者の体

験デザインから検討が必要な情報システム）。 

イ 不向きな領域 

あらかじめ対象範囲や実現するべき詳細が定められており、明らかになっ

ているケース。業務内容が明らかになっており、作って確認するという余地

が少ない領域。 

ただし、業務内容が明らかになっている領域であっても、具体的な UI（ユ

ーザインタフェース）の部分は、利用者からのフィードバックを得ながら構

築するアジャイル開発が向いている場合があります。 

ウ 慎重な判断が必要な領域 

大規模な情報システム、業務内容等が極めて複雑、あるいはミッションク

リティカルな(業務、サービス提供上ほぼ一切の障害や誤作動が許されない)

ケース。 

このような場合は、どこまでをあらかじめ詳細化するか、どの部分をアジ

ャイルに開発するか、また、どのように品質を確保し、継続的に高めていく

かといった判断が必要となります。 

2)開発方針の検討 

アジャイル開発の向き・不向きを踏まえ、どのような開発方針を採用する

か検討しましょう。開発方針の決定は、プロジェクト全体に大きな影響を及

ぼすため、調達仕様書を作成する際に、有識者と十分な協議を行い判断する
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ことを推奨します。 

また、調達段階で決定した方針を一方的に押し通したところで事業者が対

応できなければ意味がありません。もちろん、開発方針に対応可能と考えら

れる事業者を選定することが前提となりますが、実際にプロジェクトを進め

る事業者とも十分なすり合わせを行いましょう。 

以下では、どのような開発方針があるのか、２つの軸をもとに分類します。 

ア プロジェクトの初期計画の緻密さ 

プロジェクトの初期で緻密に計画を立て、大きな変更は認めず、計画どお

りに開発を進めていくケースや、まずは全体計画を大まかに決めておき、詳

細化は次に開発に取り掛かる範囲だけを対象とするケースがあります。 

イ 開発の反復頻度 

反復を行わずに要件定義、基本設計などのフェーズを順に進めていくケー

スや、これまでに完了した作業を踏まえて次にとりかかる開発範囲の計画を

立て、開発し、振り返るという一覧の手順を反復して開発するケースがあり

ます。 

 図 ２ ２軸による開発方針の分類 

 

２.４ 調達時に留意すべきこと 

アジャイル開発の調達を行うにあたって、以下の点に留意しましょう。 

1) 経験者の参画 

開発の大部分を担う事業者の選定にあたっては、事業者側からアジャイル

初
期
計
画
の
緻
密
さ

開発の反復頻度

反復を行わない
ウォーターフォール開発

全体計画の立案を行わない反復開発
(政府情報システム開発では採用しない)

要件定義、システムテストをフェーズ化し
開発を反復的に行う

仮説検証や調査等を実施し、作るべき範囲を特定
した後に、スクラムで開発する

スクラム
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開発の経験者がプロジェクトに参画することを前提とします。参画者がどの

ようなシステム開発（領域、規模）において、どのような役割を果たしたの

か確認し、参画者の経験と調達対象の領域や規模とがかけ離れている場合は、

その差分を解消する工夫が必要となります。アジャイル開発に関する有資格

者は一定の知識があるとは判断できますが、それだけでアジャイル開発を実

践できるかまでは判断できません。 

また、参画者が当該プロジェクトでどのような役割を果たすのか事業者と

認識を合わせましょう。責任者やマネージャーとして参画するだけでは十分

に機能しない可能性があるため、現場活動への関与者として経験者が存在す

ることを確認しましょう。特に、開発チームの中で重要な役割を果たすスク

ラムマスターとなる予定の方の見識、経験は重要です。 

なお、事業者からさらに外部委託が検討されている場合は、その委託先の

アジャイル開発経験を確認する必要があります。事業者や府省職員の経験が

不足している場合は、別途外部支援者の確保を検討しましょう。 

2) 発注者の姿勢 

アジャイル開発を採用する場合、調達仕様書に「開発手法はアジャイル開

発を採用すること」と記載すれば、あとは事業者がうまく進めてくれると考

えてはいけません。発注者（プロダクトオーナー）は、仕様を決定するため

にアドバイザーやエンドユーザーを含む関係者に日々確認や調整を行った

り、事業者と検討や議論を行うための日次ないし週数回以上の打ち合わせの

時間を確保したりする必要があります。 

これらの十分な時間と、より良いプロダクトのための不断の努力ができる

環境を準備できない場合、アジャイル開発でのプロジェクトは成功確率が大

きく下がります。 

3) 開発範囲に MVP（Minimum Viable Product）の範囲を用意する 

MVP とは、実用的で最小限の範囲で動くプロダクトを意味します。具体的に

は、予定されている開発範囲に含まれる、プロジェクトの課題を解決するた

めに重要でかつ極力範囲を絞った領域を指します。つまり「その時点で必須

もしくは解決すべき優先度の高い開発範囲 (MVP)」と「開発対象としたいが

実現範囲と内容は調整可能」という少なくとも２つの領域を設けて、調達仕

様書に示しましょう。 

MVP に関連して「YAGNI」と呼ばれる考え方があります。これは「You Ain’t 

Gonna Need It」もしくは「You Aren’t Going to Need It」（あなたはそれを必

要とはしない）の略で、XP（eXtreme Programming）が提唱するアプローチの
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1つです。XPは、ペアプログラミングやテスト駆動開発、ソースコードを個人

ではなくチームで共同して責任を持つことなど、現在のアジャイル開発の基

本となる考え方を説いた手法の 1つです。多くのソフトウェアで、開発した機

能の半分以上がほとんど使われないという統計的データをもとに、今本当に

必要なものだけを作ろう、という考え方です。使われない機能であっても、

開発すればテストや保守、マニュアル作成等のコストもかかりますし、ソフ

トウェアの複雑度も増加します。 

MVP については確実に実現するようにプロジェクトを進め、そのほかの領域

については開発を進めながら実現範囲と内容を決めていく、という方針を置

くことで、アジャイル開発を適用したために実現するべき開発範囲が揃わな

かったという事態を防ぐようにしましょう。ある情報システムでは、初期に

優先度がそれほど高くない機能に工数を使い、後々優先度の高い機能の実現

に支障が生じてしまいました。MVP で重要な機能を明らかにしていても、常に

残りのスプリント数を注視し、管理しなければ、本当に重要な開発範囲を実

現できなくなるおそれがあります。 

4) 契約方式を検討する 

アジャイル開発では、実現する機能の優先度を決め、プロジェクトの状況

によっては、一部の機能の実現を見送ったり、要件を変更したりします。こ

のような場合には、あらかじめ内容が特定された成果物を予定どおりに完成

させることに対価を払う請負契約よりも、業務を受託した事業者が専門家と

しての注意義務を果たしながら業務を遂行することに対価を支払う準委任契

約の方が馴染みやすいという考え方もあります。プロジェクトの開発方針を

踏まえて、適切な契約方式を検討する必要があります。この点については、

実践ガイドブック「第 3 編第 6 章 Step.2-1-E.参考：アジャイル開発を行う場

合の契約方式」も参照して検討を進めてください。  



 

16 

 

３ アジャイル開発の運営 

３.１ 運営の概要 

アジャイル開発の実際の運営に際して、以下の内容を把握しておきましょ

う。 

 役割 

 実施ミーティング（スクラムイベント） 

 作成物 

なお、本ガイドブックでの説明は最小限の内容に留めています。実践にあた

ってはより広く、深い知識が問われるため、第５章「参考情報一覧」において

提示する文献等を参考に知識拡充に努めましょう。 

 

図 １ アジャイル開発の概要（再掲） 

 

 

1) 役割 

アジャイル開発（スクラム）における体制には４つの役割があります。 

ア プロダクトオーナー 

開発する情報システムの価値を最大化することに責任を負います。具体的

には、開発する機能の仕様策定に関する議論を主導する役割を担い、「プロ

ジェクトとして何を作るべきか」という判断に最も影響を与えます。また、
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開発する機能の順序についても、「何から形にしていくべきか」という判断

を下す際の中心的な役割を果たします。 

政府情報システム開発においては、原則として PJMOのうち課長級の職員が

プロダクトオーナーを務めることが一般的ではありますが、プロジェクトと

しての判断を適切に実施できる職員であれば、責任者から当該職員に必要な

権限を委譲した上で、当該職員をプロダクトオーナーとすることもできます。 

なお、意思決定が混乱しないように、１つのプロジェクトに設置するプロ

ダクトオーナーは原則として１名です。他の職員は、当該プロダクトオーナ

ーが行う意思決定の支援にあたります。 

 

コラム：プロダクトオーナーが果たす役割 

あるプロジェクトでは、調達仕様書作成段階から PMOが関与し、PJMOと何

度も打合せを実施して仕様を固めました。 

開発が始まってからは、そのまま PMO が数名のチームで事業者に対応しま

したが、思ったほどの開発スピードが出ませんでした。事業者側はワンチー

ムになっていましたが、PMO は分野ごとに担当を分け、それぞれのテーマで

個別に打合せしながら開発を進めており、両者でチーム構成が整合していな

かったからです。このような構成の違いが、全体として話をまとめあげてい

くのに足かせになっていました。 

そこで、事業者からの要請もあり、このチームでは分野ごとではなく全体

での意思決定をできる「プロダクトオーナー」を置くことにしました。一人

のプロダクトオーナーに意思決定を一元化したわけです。進め方としては、

PMO と PJMO の間で仕様をすり合わせ、それをプロダクトオーナーを含めた

PMO チーム内で咀嚼し、プロダクトオーナーが事業者と調整するという流れ

を作りました。 

その結果、開発機能における優先順位や実現方法の意思決定がスムーズに

なりました。また、事業者側のリーダーを拘束する打合せ時間が削減され、

さらには担当間のポテンヒットがなくなる効果もありました。 

このようなフォーメーションを組む上では、プロダクトオーナーが事業者

や PMO メンバーから信頼されている必要があります。打合せの中で逐一宿題

として持ち帰って、意思決定を遅らせてしまうのではなく、自らその場で意

思決定でき、しかも後から大きくブレることがないということへの信頼感で

す。 

このプロジェクトでは３ヶ月で、PMOから PJMOにプロジェクトを「大政奉

還」しました。このようにプロダクトオーナーの役割を「代行」するのは一
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時的には有効ですが、その後もシステム開発を運営していく上では、やはり

本来の役割である PJMOがオーナーシップを発揮すべきだからです。 

 

イ プロダクトオーナー支援 

アジャイル開発におけるプロダクトオーナーの振る舞い並びにシステム開

発及びプロジェクト運営に対する職員の知見を補完する役割を担います。特

に、プロダクトオーナーが行う意思決定に適宜助言を行い、またプロダクト

オーナーの意図を開発チームに適切に伝えるなどの補完的な役割を期待しま

す。 

プロダクトオーナー支援は、支援事業者又は政府 CIO補佐官が担います。 

ウ 開発チーム 

情報システムを構築する役割を担い、情報システム構築にあたって必要と

なる様々な専門性をチームメンバー間で分担します。専門性に基づく分担は

各プロジェクトで定義します。 

政府情報システム開発においては、事業者がその役割にあたります。本来

は発注者も開発チームとして携わる可能性がありますが、政府の情報システ

ム開発においては事例が少ないことを考慮し、本ガイドブックでは事業者の

役割としています。 

開発チームとして十分にアジャイル開発の練度があり、各メンバーが自律

的である場合を除いて、開発チームを取りまとめる役割（リーダー）の設置

を検討しましょう。なお、１つの開発チームにおけるチームメンバーは７、

８名を上限とし、それ以上となる場合は開発チームの分割を検討しましょう。 

エ スクラムマスター 

チーム（プロダクトオーナーを含めた全体を指す）が機能するようにコー

チングする役割を担います。具体的には、アジャイル開発が前提としている

価値観、考え方、また実践にあたって必要な振る舞い、方法について適宜レ

クチャーや寄り添った支援を行います。 

また、スクラムマスターの重要な役割の一つに「プロジェクト進行の阻害

要因の除去」があります。阻害要因とは、例えば、要件や仕様が決まってい

ないこと、開発環境の不備、仕様に対する不必要な開発チーム外部からの干

渉といったものがあります。これらの阻害要因に対し、時には（ウォーター

フォールでの）PM（プロジェクトマネージャー）のように、時にはアーキテ

クトのように振る舞い、臨機応変に阻害要因を取り除きます。ただし、外部
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からの干渉をただ排除してはより良いプロダクトにならないため、要不要や

重要性を適切に見極めて協働の精神で対応します。 

なお、事業者には、スクラムマスターは従来の PMと誤解されることが多い

役割です。PM は事業者側の「プロジェクトの責任者」であり、「指揮者・指

示者」として上位者の立ち位置から様々なアクションを取ります。それに対

して、スクラムマスターは、システムや開発の専門家によって自律的に運営

される開発チームに対して対等であるとのスタンスを取り、指示はしません

から、PMとは全く異なります。PMと同じ認識でスクラムマスターを担当する

とプロジェクトの進行に混乱を来すので、注意が必要です。 

政府情報システム開発においては、設計・開発事業者、支援事業者（工程

管理事業者）、政府 CIO 補佐官、PJMO 職員等のいずれかがスクラムマスター

としての役割を担います。１つのプロジェクトに設置するスクラムマスター

は１名です。 

なお、プロダクトオーナーとスクラムマスターを同じ人が兼任することは

避けてください。 

オ アドバイザー 

上記４つの役割に該当しない関係者をまとめて指します。システム開発に

おける意思決定には関与せず、あくまでチームに対する助言、フィードバッ

ク等を行います。チームが有しない専門性や知見の提供に努め、決してシス

テム開発の進行を妨げるようなことがあってはいけません。 

政府情報システム開発においては、プロジェクト外の府省職員、政府 CIO

補佐官などがあたります。 

※ 本ガイドブックにおけるアドバイザーは、一般的なアジャイル開発に

おける「ステークホルダー」に相当する役割を想定しています。一方

で、標準ガイドラインでは、直接的又は間接的に影響を受ける外部関

係者や内部関係者のことを「ステークホルダー」と定義しているため、

便宜上、異なる用語を用いています。 

2) 実施ミーティング（スクラムイベント） 

実施ミーティングは以下の５つを基本とします。これら以外の会議体はプ

ロジェクトごとに検討し、定義します。 

ア リリースプランニング 

リリースプランニングでは、プロジェクト全体の計画作りを行います（本

ミーティングはスクラムの規定にはありません）。具体的には、プロジェク
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トの開発範囲の規模から、スプリントがいくつ必要かを見立てます。この見

立ては、開発の進行具合やフィードバックを取り込む分量によって変わって

いくため、プロジェクト開始後も継続的に実施する必要があります。プロジ

ェクト予算からスプリントの数が足りなくなることが予測された場合は、た

だちにその対策を練ります。 

まず、プロジェクトを始める最初の段階で実施します。その後は、数スプ

リントに１回の頻度か、１か月に１回は実施します。 

イ スプリントプランニング 

スプリントプランニングでは、これから始めるスプリントの計画を作るた

めに、２つの活動を行います。１つは、プロダクトバックログの中で当該ス

プリントではどれを開発対象とするか（＝スプリントバックログ）を決定す

ることです。開発対象の決定にあたっては、当該スプリントで何を実現する

べきなのかというゴールについて、プロダクトオーナーを含めたチーム全体

で確認し、そのゴールを実現するのに必要な開発対象を選定します。 

もう１つは、開発対象となった機能をどのようにして完成させるかについ

ての議論です。開発に必要な作業などを挙げて、やるべきことの不明点を明

らかにしたり、必要に応じて詳細化したりします。 

スプリントプランニングは、スプリントの最初に行い、１つのスプリント

につき１回実施します。所要時間は、１か月スプリントの場合であれば最大

８時間を目安とします。実際の運用にあたっては、２週間スプリントであれ

ば４時間、１週間スプリントであれば２時間など、各プロジェクトの実情を

踏まえて調整しましょう。 

ウ デイリースクラム 

デイリースクラムは、スプリントのゴールが達成できそうかを日々確認す

るために行います。基本的には、開発チームの状況を共通理解とするべく以

下の３点を確認します。いずれもスプリントのゴールを達成できるのかを判

断するための情報提供にあたります。 

 昨日実施したこと 

 本日実施すること 

 直面している問題、懸念点 

毎日決められた時間に実施し、１回の所要時間の目安は１５分程度です。

議論が発生し、それ以上の時間となる場合は、デイリースクラム後に別途ミ

ーティングを持って必要な参加者を集めるようにします。 

通常は開発チームのみで実施するものですが、この拡張版として、プロダ
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クトオーナーなどを交えて仕様を確認・決定する協働の場としてのミーティ

ングを、日次や隔日で定例化したものも開発効率化の観点で有効な場合があ

ります。そこで決定されたものが「受け入れ条件（アクセプタンス・クライ

テリア）」となり、開発チームに開発作業の指針やゴールとして示すことが

できます。 

エ スプリントレビュー 

スプリントレビューは、スプリントの成果を確認し、今後（特に次のスプ

リントで）何を行うべきかを決定するために行います。チーム、アドバイザ

ーが参集して、スプリントの成果を確認し、ゴールがどの程度達成できたか

を判断します。また、確認したスプリントの成果を基に、今後何を実施する

べきか議論を行います。このレビューで寄せられる情報システムへのフィー

ドバックは一旦チームで受け止めた後、次のプランニングで適用可否や実施

順序を検討します。 

スプリントの終わりに実施し、１つのスプリントにつき１回実施します。

所要時間は、１か月スプリントの場合で最大４時間です。 

オ スプリント・レトロスペクティブ（ふりかえり） 

スプリント・レトロスペクティブは、スプリントの活動を省みてプロダク

トオーナーを含めたチーム全体としてのカイゼンを計画するために行います。

次のスプリントの活動が効率的、効果的となるよう、継続すべき工夫、取り

除くべき問題、そのための施策などを検討します。 

スプリント・レトロスペクティブは、スプリントレビューの次に行うため、

スプリントの最終ミーティングにあたります。所要時間は、１か月スプリン

トの場合で最大３時間です。 

3) 作成物 

スプリントでは３つの作成物があります。 

ア プロダクトバックログ 

プロダクトバックログとは、システム開発に必要となる要求のリストです。

リストの並び順で取り組むべき順序を表現します。プロダクトバックログの

一つ一つについて、それ 1 つで完結する機能を目安として記述しますが、ど

の粒度でどこまでの記述を行うかはプロジェクト内で決めます。少なくとも

開発チームが規模を見積もれる程度の情報が必要です。 

リリースプランニングでは、その時点でのプロダクトバックログを俯瞰し、
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必要なスプリント数を概算するために使います。スプリントプランニングで

は、当該スプリントで開発対象とする範囲を決めるために使います。 

スプリントの途中や、スプリントレビューで必要と考えられたシステム要

求については適宜プロダクトバックログへの追加を行います。プロダクトバ

ックログの順序については、スプリントプランニングやスプリントレビュー

で確認し、適宜並び替えを行います。 

なお、同様にプロジェクトで取り組むべきものを列挙したリストとして作

業又は成果物を階層的に要素分解した WBS がありますが、これは下位レベル

の要素を足し合わせると上位レベルと一致する「100%ルール」に従って作成

されるため、トップダウン的なアプローチとなります。一方、プロダクトバ

ックログは個々の「やるべきことリスト」であり、発生の都度バックログは

追加されるため、目下の関心事を中心としたボトムアップ的なアプローチと

なります。 

イ スプリントバックログ 

スプリントバックログとは、当該スプリントで開発対象となった要求のリ

ストであり、その要求を実現するために必要な作業を含んでいます。スプリ

ントバックログは開発チームによる、開発チームのための計画です。デイリ

ースクラムで状況を把握できる程度に詳細にしておきます。 

スプリントプランニングでは、当該スプリントで開発対象とする範囲とし

て特定されます。デイリースクラムでは、何が終わっていて、これからどれ

を始めるのかなどの確認の対象となります。 

ウ 開発成果物（情報システムの機能） 

開発成果物（スクラムではインクリメントと呼ぶ）は、機能する情報シス

テムそのものであり、スプリントによって完成された機能性が追加されてい

きます。開発成果物はスプリントごとに常に検査され、完成された状態を保

つ必要があります。なお、「完成」の定義はプロジェクトごとに決定します。

何をもって完成したと言えるのかは、開発チームで共通の理解とします。 

スプリントレビューで、スプリントの成果として具体的な確認の対象とな

ります。 

３.２ 運営の体制 

政府情報システム開発において、アジャイル開発の運営は３．１の「1）役

割」で示す役割を担う PJMO職員、設計・開発事業者、支援事業者、政府 CIO補

佐官などによって行われます。必要に応じて、体制を補完する役割として、
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「プロダクトオーナー支援」の設置を検討します。 

ここまで説明してきたとおり、アジャイル開発の運営は各者の協働を前提と

し、全体で１つのチームとして運営にあたります。 

３.３ 運営の準備 

アジャイル開発の運営を始めるにあたり、以下の点を準備として取り組みま

しょう。 

1) アジャイル開発に関する知識の獲得 

本ガイドブックを手がかりにアジャイル開発に関する知識の獲得を進めま

しょう。また、各府省の PMO、政府 CIO 補佐官、情報通信技術（IT）総合戦略

室等にアジャイル開発の勉強会やレクチャー会の開催を相談することも選択

肢の一つです。 

上記の場を利用し、運営に関する疑問の解消及びプロジェクトの実際の状

況や課題を想定したシミュレーションを行うことも良いと考えられます。こ

れまで実施を終了しているプロジェクトを題材に、アジャイル開発として運

営した場合の利点や課題について関係者内で意見交換を行いましょう。 

2) 事業者との協働 

アジャイル開発を成功させるためには、プロダクトオーナーである発注者

と、開発チームである事業者との協働が極めて重要です。発注者（プロダク

トオーナー）は、システムの専門家・有識者である事業者と共に考え、議論

し、事業者との共通認識として仕様を固める作業に多くの時間を費やしま

す。情報システムが提供するサービスはどうあるべきかという、情報システ

ムがその仕様によって実現する根幹部分だけでなく、場合によっては UX（ユ

ーザー体験）／UI を通じたシステムの振る舞いの細かな部分までがその対象

となります。もちろん、事業者はそういった観点でシステムの専門家・有識

者たる技量や経験が必要ですし、事業者はその議論や決定のために日々技術

調査や検証を行ったり、プロトタイプやモックの作成を行ったりしつつ、発

注者とより良いプロダクト作りに注力することが求められます。 

協働を促進するために、事業者を決定した後は、速やかにチームビルドの

ためのセッションを持つようにしましょう。セッションでは、プロジェクト

の目的から、開発する情報システムの特徴、チームに参画するメンバーの役

割とコミットメント、プロジェクト内における優先基準、リスク、想定スケ

ジュールなどを確認します。 

こうした内容を確認するワークショップとして「インセプションデッキ」
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作りをチーム、関係者で行うことを推奨します。インセプションデッキにつ

いては、第５章「参考情報一覧」の「５.１ アジャイル開発全般」に記載の

『アジャイルサムライ』や『カイゼン・ジャーニー』を参考にしてください。 

3) 当該プロジェクトでの開発方針を定める 

「２.３ アジャイル開発の向き、不向き」で示したとおり、「アジャイル

開発」にも進め方や考え方の幅があります。これから始めるプロジェクトに

おける「アジャイル開発」とは何なのか、言葉にして、チーム及び関係者と

認識を合わせておくようにしましょう。アジャイル開発である狙いや課題、

具体的な進め方などは、「本ガイドブックのとおりとする」という周知ではな

く、プロジェクトごとに定義しましょう。 

チームにおいてアジャイル開発の経験が不足している場合、要件定義フェ

ーズを設置するなど、新たな取組に対する難易度を下げる処置を取るように

しましょう。 

4) 全体計画についての認識を合わせる 

アジャイル開発だからといってプロジェクト全体の計画が不要なわけでは

ありません。想定スケジュールについての確認や認識合わせを、チーム全体

で必ず行うようにしましょう。 

計画を確認する際は、マイルストーンの確認を行うようにしましょう。プ

ロジェクトで実施するイベントや報告ごとに(あるいは月単位で)、プロジェ

クトの断面としてどのような状態になっているのが望ましいのか、チーム全

体で確認しましょう。マイルストーンの定義がない場合はこれを作ることか

ら始めましょう。 

マイルストーンを設ける上で、「早めに小さく失敗しておく」ということも

意識します。アジャイルでは、要件や仕様を詳細化しながら開発するため、

MVP として初期開発したものが目的に合致しないことや、合致していても将来

に向けて技術的な「負の遺産」となると想定されること等があります。その

場合、MVP そのものを一度破棄して再度作り直すことがあり得ます。そのため、

作り直しが発生する可能性を織り込んだマイルストーンを設定し、リスクを

低減します。 

なお、全体計画の段階で、従来型の開発に慣れ親しんだ方が「最初に決め

たものをすべて作る」という姿勢を貫こうとしてしまうことがあります。ア

ジャイルでは、MVP から始めて機能を順次追加して実際に動くものを見て考え

や発想を進化させていくので、そのことを前提として、マイルストーンを設

定していきましょう。 
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そして、リリースプランニングにおいて、想定する開発規模に対して必要

となるスプリント数を見立てましょう。 

5) チームでワーキング・アグリーメントを決めていく 

準備を経て開発を始めてからも、進め方について認識齟齬は生まれるもの

と考えましょう。チームの活動を行うにあたって、必要なルールや守るべき

原則をチームの中で決めても構いません。 

ワーキング・アグリーメントとは、チーム活動を円滑なものにするための

チームメンバー同士の約束事です。コミュニケーション上お互いに守りたい

ことなどを定義し、折に触れて確認し、意識できるようにしていきましょう。 

6) チーム内コミュニケーションの一元化 

アジャイル開発では、動くシステムを基に、開発者が利用者（又はプロダ

クトオーナー）とコミュニケーションを行い、フィードバックを得て開発を

進めていきます。このため、チーム内で円滑にコミュニケーションを行える

よう配慮が必要です。チームの組織構造が複雑化して開発チームのリーダー

層とプロダクトオーナー支援とのやり取りが増え、開発者とプロダクトオー

ナーが直接コミュニケーションを取れなかったり、開発を事業者へ丸投げし

てコミュニケーションが発生しなかったりといった状況は避けなければなり

ません。 

 

コラム：アジャイル開発における Web会議を中心としたミーティング 

テレワーク環境の急速な普及に伴い、アジャイル開発においても Web 会議

を中心としながらミーティングを行うことが多くなっています。 

あるプロジェクトでは、プロダクトオーナー等の職員側と開発事業者の主

要メンバーでデイリースクラムを実施する様子を、地方にある開発ルームの

真ん中に大型ディスプレイを接続して映し出し、コーディング等を行うエン

ジニアも確認できるようにしました。プロダクトオーナーの指示が開発メン

バー全員にブロードキャストされたわけです。 

その結果、デイリースクラムで主要メンバーと検討している最中にもその

後ろでエンジニアが修正し、１０分前に議論したことがすぐに画面に反映さ

れて確認できるといった形で、スピーディに議論を進めることが可能となり

ました。 
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３.４ 運営の適応 

アジャイル開発の本質は、経験したことに基づいて、その次の活動を最適化

していくところ（適応）にあります。この適応は、情報システム及びチームそ

のものにおいて行います。情報システムを開発し動かしてから可視化されるこ

とで判明することや改善点を次のスプリントプランニングに反映していきます。

また、チームとしても、スプリント・レトロスペクティブ（ふりかえり）を通

じて、開発の進め方についてのカイゼンを常に行いましょう。これらの適応を

両輪として、プロジェクトを進めていきましょう。 

また、全体の計画や理解（インセプションデッキで表現する内容）について

も、開発を進めていく上で適宜ふりかえり、目的が果たせているのかを確認し

ましょう。ふりかえった結果、計画や理解について修整を行う必要がある場合

はこれを行い、変更点に対してチーム全体で認識合わせを行うようにしましょ

う。  
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４ 各種留意事項 

４.１ 全般的な事項 

1) 各種ドキュメントについて 

アジャイル開発では包括的なドキュメントよりも動くシステムを重視するか

らと言って、全くドキュメントを作成しなくてよい、というのは必ずしも正し

い認識ではありません。ドキュメント作成が重視されがちなウォーターフォー

ルと比較して、不必要なドキュメント（保守工程で参照される機会があまりな

く、ソースコードでも代替できるプログラムの詳細設計書等）は省くという姿

勢はありますが、例えばシステム全体の概要を認識するための構成図や基本設

計、ERDやエンティティの定義、システム境界のインターフェース等をドキュ

メント化することはしばしば運用・保守や改修に役立ちます。 

また、ウォーターフォールでは、情報システムを開発する前にドキュメン

トを作成して、要求や仕様を言語化しますが、アジャイル開発では、動くシ

ステムによって要件を調整したり変更したりするため、ドキュメントの作成

は主要な機能の開発後や運用開始前に行うことも多くなります。ドキュメン

トを作成しながら開発を進めることを妨げることはありませんが、構築した

情報システムを基にドキュメントを作成する方が効率的なことも多く、開発

の前や開発と並行して作成するドキュメントと、プロジェクトの後半又は終

盤に作成するドキュメントとを見極め、後者のためにプロジェクトの後半又

は終盤に作成期間をまとめて設けることが望ましいです。 

2) 要件定義書について 

アジャイル開発であっても、限られた工数の中で際限なく変更を取り込め

るわけではなく、従来の開発スタイルと同様に、あらかじめ作るべき機能や

データモデルなどを把握しておくことが重要です。特に、データモデル（ERD

やエンティティ定義等）とシステム境界のインターフェースの定義は後から

変更すると影響が大きいこともあり、予め整理・整頓しておくことが望まし

いものの 1つです。 

プロジェクトの制約が厳しいほど、開発範囲と優先度を明確にし、スムー

ズにプロジェクトを運営することが必要となります。特に開発期間が短いプ

ロジェクトでは、スプリント期間中にも要件が決まらず開発が滞ったり、関

係者への根回し不足によって「ちゃぶ台返し」が発生したりしないように注

意が必要です。  
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コラム：要件定義書における工夫 

あるアジャイル開発を前提としたプロジェクトでは、発注者側の要件や思

いを事業者に分かりやすく伝えて短期間での開発を円滑化するため、要件定

義書で次のような工夫を行いました。 

・ 要件定義書の別添として「システムイメージ（案）」を作成。利用者、

関係者間での業務や情報のフローを図解するとともに、利用者向け機能

（スマートフォンを想定）や業務担当者向け機能（PCを想定）の画面イ

メージ、画面遷移、入力・表示項目、統計データ分析のアウトプットイ

メージ等を、あくまで調達時点での案としながらも具体的に記載。 

・ 管理するデータについても、Raw データ、正規化データ、統計データ等

に大きく分類した上で、主要なデータについてデータ項目やリレーショ

ン等を案として記載。 

 

また、運用フェーズの品質確保と効率化のため、事業者から提案を求める

事項として次のような工夫を行いました。 

・ システム運用に関する事項を「稼働監視、セキュリティ監視、リソース

監視等を適切に行う仕組みとして、基本的にはクラウドのマネージドサ

ービスを活用することを想定しているが、必要な場合は理由を添えて想

定するツールを提案すること」として、事業者からの提案を積極的に依

頼。 

・ 運用フェーズでの CI（継続的インテグレーション）について、インフ

ラ層もコード化（Infrastracture as Code）してテスト環境や検証環境

を容易に準備できることを要件とした上で、ツールや運用方法の提案を

依頼。 

・ ミドルウェア等のバージョンアップやアプリケーションの機能改修に伴

う検証工数を削減するために、デプロイ方法（カナリアリリース後のロ

ーリングデプロイやブルー/グリーンデプロイ等）によってコストを下

げながらバランスよく対応する方法の提案を依頼。 

 

3)品質管理について 

アジャイル開発であっても従来の開発スタイルと同様に、品質の管理が重

要です。そのために、発注者と受注者が協力して開発に取り組み、開発され

た情報システムの品質の良し悪しを発注者が判断する必要があります。 

また、アジャイル開発は変更に柔軟に対応するのが特徴ですが、変更を際

限なく取り込めるわけではありません。特に短納期のプロジェクトでは、プ
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ロダクトバックログやスプリントバックログの作成にあたって、品質を確保

するために、残りのスプリント数などを考慮して要件に優先度をつけるなど

現実的な判断を行うことが必要です。 

ある省庁では、品質確保の工夫として、機能や実現方式等を動くシステム

を用いて先行して決定する一方で、品質を確保するために専門のチームを設

置し、これらを並行して進めました。 

４.２ 第三者チェックの有効活用 

まだ政府内ではアジャイル開発の事例は多くありません。アジャイル開発に

初めて取り組む場合は、上手くいっているのか、このまま進めて大丈夫なのか

といった不安が生じるだけでなく、当事者では気付けないリスクが潜在してい

る可能性もあります。 

そこで、開発手法としてアジャイル開発を採用する場合には、専門知識を有

する第三者（CIO 補佐官、外部の支援事業者など）による状況判断の機会を設

けるようにしましょう。ただし、せっかくそのような機会を設けても、形式的

なセレモニーとなっては意味がありません。プロジェクトの運営状況や課題に

ついて説明し、専門知識を有する第三者の理解と適切な助言を得られるように

しましょう。定期的に状況判断の機会を設けるだけでは不安な場合には、支援

事業者に伴走型で支援してもらうことも選択肢の一つです。このような対策を

しっかり行うことが、重要な機能が実現できなかった、利用者の求めるものと

違う情報システムになってしまったなどといった問題を未然に防ぐことに繋が

ります。 

状況判断の機会を、全体プランニングのタイミングでマイルストーンとして

設定することも重要です。 

４.３ 継続的なチーム体制の確立 

システム開発プロジェクトは構築した情報システムをリリースして終わりで

はなく、その後も継続していくものです。情報システムがリリースされてから

実際に情報システムが利用者に利用された結果、使い勝手の良し悪しなどがフ

ィードバックされ、それを踏まえて改修していくことを考えると、むしろ、稼

働を開始してからが始まりであるとさえいえます。 

設計・開発の工程をふりかえり、保守開発において必要なチームの構想や工

夫を整理しましょう。例えば、国民など、組織外の利用者のニーズが把握しき

れず、仮説を立てて構築した機能については、実際の利用状況を分析したり、

利用者のニーズを探索したりすることとなるため、それらのスキルを持ったメ

ンバーを新たに迎えることを検討する必要があります。 
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また、情報システムを開発する段階で、ユーザーのログイン数やアクセス数、

登録・変更等の処理件数といった利用状況を収集・可視化することができる仕

組みを（情報の取り扱いやセキュリティに配慮しつつ）予め組み込んでおくと、

分析に役立ちます。  
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